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1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日鉄連 自国船の優先
配船

・1982年3月、国営船社(IRISL)使用義務付けを中銀が通達。政府買付機関向
けには数量が大きいこともあり、特に厳密に適用されている。
1990年10月、国営船社の優先使用。500MT以上のロットは原則的にIRISL
の使用を義務付けている。条件付(Freightの10%相当をpenaltyとして支払
う)で他国船使用も可。

継続 ・制度の撤廃。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 日鉄連 船積み前検査
の導入

・2015年8月、鉄鋼製品等を含む船積み前検査を導入。 継続

4. 為替管理・金融

1 日機輸 両替の困難 ・政府介入あり徐々に公定レート（補助金レート）・市場レート以外の各
レートの近似化が図られた。しかし、事務所経費等において、未だ公定レー
ト以外での両替に応じない或いは両替自体に応じない市中銀行もおり、事務
所運営に支障が出ている。

継続 ・市中銀行による市場レートに近い
レート（NIMAもしくはSANA）での
両替（Bank Melli等一部市中銀行で両
替拒否事例有）。

・為替法

2 日機輸 為替市場の混
乱

・制裁・経済政策の影響による為替市場の混乱。9種類の為替レートが存在。 継続 ・中銀を含めた金融制度の整備・為替
市場の安定化。

・為替法

5. 税制

1 日機輸 不合理な税務
調査

・税務調査において、業務委託料・賃貸費用・福利厚生費用等の事業活動に
不可避な費目が大々的に否認されるケースが頻発している。根拠及び判断の
合理性に欠けた徴税目的の否認が横行している。

継続 ・明文化されたルールに基づいた公
正、且つ透明性の高い税務執行の要
請。

・税法

2 日機輸 個人所得税 ・個人所得税について、適用レートが属人的な対応で過去に訴求した諸条
件・市場レートの適用（差額の納税）を求められるケースが散見される。

継続 ・明文化されたルールに基づいた公
正、且つ透明性の高い税務執行の要
請。

・税法

3 日機輸 二重課税 ・二重課税の問題がある。 継続 ・二重課税を防止する租税条約の締結
について働きかけて頂きたい。

8. 知的財産制度運用

1 時計協 税関登録制度
の不在

・税関登録制度がない。税関差止めは、裁判所より差止命令が必要である。
貨物を特定して裁判命令を受けることは困難である。

継続 ・税関に知財権侵害貨物について職権
での差止め権限を付与すること及び税
関登録制度の制定を望む。

2 日機輸 技術転用、リ
バースエンジニ
アリング

・プラント等の機械・化学分野に於いて、米国制裁等の影響で新規の機器購
買やメーカーからのアフターサービスを受けられないイラン客先やコントラ
クターがライセンス契約等の規定によらず、独自に改造・製造、リバースエン
ジニアリング等を行うケースが散見される。

変更 ・国際基準に則った知的財産に関わる
運用を関係当局を通じ徹底願いたい。

・技術・工業および知的財産
権供与に関わる制度

12. 政府調達

1 日鉄連 バイ・イラニ
アン政策

・2009年3月、自国鉄鋼業を保護するため、政府機関が調達する鋼材につい
ては国産材に限定することを通達。

継続 ・制度の撤廃。

16. 地域紛争に起因する問題

1 印刷機械 英国の対イラ
ン制裁制度

・英国で施行されている対イラン制裁制度により、EMEA(欧州、中東、アフ
リカ）を管轄する弊社英国販売子会社からイランへの販売が出来ない状況。
別の販路を検討せざるを得ない。日本からの直接取引も現実問題として不可
能なので、製品を保有している顧客への適切なサポート（製品、部品供給）

継続
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などが出来ない状況。

2 日機輸 米国制裁の影
響による邦銀
の自主規制

・米国制裁に起因する一部邦銀の自主規制により、人道支援ですら新規取引
の決済を拒否されるケースが散見される。

継続 ・見通しの立てられるような情報の収
集と発信を願いたい。

・OFACガイドライン

3 日機輸 米国制裁の影
響による債権
回収の困難

・米国制裁に伴うイラン市中銀行による自主規制により、既存契約に於ける
債権回収に多大な時間・追加費用（人件費・弁護士費用等）が掛かってい
る。

変更 ・OFACガイドライン
・為替法
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